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会計における有用性
松尾 幸 正
1.序 論
会計を取り巻く諸科学の最近の進展は目覚ましく，一方では人間行動に関
する研究の進化，他方ではそれら行動のための資料処理技術の発展及びそれ
ら両者を援用した情報ツステムに関する研究の発展がその傾向を示している。
かかる情勢は裏返えせば，それら諸分野の発展によって会計が刺激を受けて
いる。言い換えれば，挑戦されているといえる。 AAAが1966年の「基礎的
会計理論に関する報告書」一以下「AAA報告書」という一において示
(1) 
した会計を情報ツステムとして考察する態度はこのような情況を反映した典
型的な例であろう。リトルトン・チ｀ノマーマソほ会計理論の性質を究明する
手掛りの一つとしてプラグマティック思考を挙げ次のように述べている。
「会計はもともと著しく実際的であった。望ましい目標を達成するに適った
方法が探求されるに応じて，その特質は徐々に引出された。初期の商人は無
学な人々であったかもしれないが，彼等の過去の事業取引に関する諸事実に
言及した何時でも利用可能な資料が彼等にとって有用であるということに彼
等は気付いていたと想像できる。彼等の目標ほ営業活動を成功させ続けるこ
とであった。かかる目的にとって明瞭な手段の一つは彼等の過去の事業意志
決定の結果についての事実にもとづく知識をもつことであった。体系的な勘
定及び記録は『実践上，便宜かつ上手に，経験を明確に系統立てて表現し
(2) 
た』。」と。ここにも会計が，本来，経営者の意志決定に資する資料を提供す
(1) AAA Committee to Prepare A Statement of Basic Accounting Theory, 
"A Statement of Basic Accounting Theory". 1966. p. 64飯野利夫訳本「基礎
的会計理論」 92ページ。
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(3) 
るという性質，即ち会計諸表の情報性を伺うことができる。 AAAほ会計の
かかる性質を真正面から取上げて，「有用性」を会計の最上概念としたという
ことができると思う。本稿では AAAのこのような見解を中心に，その他若
干の「有用性」に関する見解を紹介してみようと思う。
2. 「AAA報告書」の見解
(1) 
「AAA報告書」は会計を情報ツステムとして捉え，情報システムとしての
(2) 
会計の最上概念は「有用性」であるという考えのもとにその論理を展開して
いくのであるが，ではかかる見解を導出するまでにどのような過程があった
のであろうか。
同報告書作成委員会は，まず，「理論」を「研究分野に対して一般的関連付
(2) A. C. Littleton & V. K. Zimmerman, "Accounting Theory: Continuity 
and Change, 1962. pp 4-5 
リトルトン・チンマーマンは会計理論の性質を究明する手掛りとして
1. 会計方法の技術性
2. プラグマティック思考
3. 記録された経験の有用性
4 記録された経験の信頼可能性
5. 記録された経験の統計的集計の容易さを挙げている。 (Ibid.,PP 3-7) 
(3) 木稿でほ，会計諸表の情報性に力点を置いたが，リトルトン・チンマーマンの指
摘と同様に，植野教授ほ「AAA報告書」とマクファランドの “Conceptsfor 
1¥1:anagement Accounting'' との立場の相違を比較しながら，マクファランドの
「総合的な報告書ほ，会計の比較的初期の発展段階において，外部の利害関係者
への報告義務が強く認識される以前に，経営者が使用するために作成されはじめ
た」，「外部財務報告書とその基礎となる会計記録に対するおもな責任は経営者に
あり，ここでは外部報告を管理会計の一側面とみなしている」という箇所を引用
されて，「マクファランドはまず報告義務をはっきりうたい，その範囲内での情報
の内容を問題としている」が「AAAの報告書ほ， 経営者はなにを根拠にして外
部情報を測定し，伝達するのか，そのような義務ほどこから生ずるのかの問題に
は眼をつぶっている」と論述されておられる。 （植野郁太稿「財務諸表論の一視
角」企業会計1969年 5月号）
(1) AAA. op. cit., p 64. 
(2) Ibid., p 3. 
前掲訳書92ページ
同訳書4ページ
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(3) 
けの枠を形成する一連の凝集力ある仮説的・概念的・実用的原則」と定義し
た後かかる理論探求のために次のような研究目的を挙げている。
1.会計についての有用な一般化を可能ならしめ，理論の展開を可能なら
しめるように会計の分野を明確にすること。
会計情報か否かを判断しうる基準を確立すること。
3.会計実践上，可能な諸改善を指摘すること。
社会の要求が拡大するのに応じて，会計の利用と会計の対象となる問
(4) 
題の範囲を広げようと努める会計研究者に有用な枠組みを提示すること。
このような研究目的に沿って会計を「情報の利用者が情報にもとづいた判
断と意志決定をできるように経済的情報を識別し，測定し，伝達する過程で
(5) 
ある」と定義するが，この場合，「経済的」とは，「稀少財が選択されねぼなら
(6) 
ない何等かの情況に経済行為が関係している」ことを意味し，
(7) 
には「LIFOや繰延税金等の会計方法の選択を含む」とのべている。
このように定義された会計は具体的に如何なる領域に適用されるの
か，という問題に対して「会計情報はすでに行なわれた経済行為にもとづく
取引資料のみを基礎とするのが必然的であるという意味は何等含まれておら
ず 種々の形態の非取引資料にもとづく情報が会計情報の基準をみたすとい
(8) 
うことが示されよう。」 とか「本報告書は営利企業に対してのみならず，個
人，信託機関，政府機関，慈善事業その他同様の組織体に対しても会計プロ
(9) 
セスの適用を考えている。」 と述べて，委員会自身も言明しているように，
これまでの会計に対する考え方よりも可成り広い見解を取っている。
以上の「理論」と会計の定義を総合して会計理論とは「経済的情報を識別
し，測定し，伝達するに際しての会計担当者の行為を説明し，指導する一連
?i 
4-
また「測定」
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(10) 
の首尾一貫した概念」と理解しており，従って，そこでは「外部利用者に対
すると同様，内部経営管理者に対する経済的情報の伝達を含んでいる。言い
換えれば，識別，測定，伝達の各プロセスに関する一般化ほ情報の利用者が
(11) 
誰であるかには係わりなく適用されることを意図するものである。」 という
ことになる。
次に，問題探求の過程として次の 4段階を挙げている。
1. 利用者及び潜在的利用者による会計情報に対する一般的要求は既に会
計の定義の中で指摘したように，あらゆる種類の限られた資源の利用に関連
して理解されるヨリ経済的に行動するのに有用な情報に対する要求である。
2. ヨリ経済的に行動するのに有用な情報についての基準を設けるに当っ
て，包括的規準ほ情報の有用性である。しかし，会計情報は有用でなければ
ならないというだけでは，表現があまりにも一般的過ぎて，理論を表明する
のに役立たない。有用性は，必然的に，利用者の目を通して決定される。と
りわけ会計情報の場合にほ利用者は，しばしば，彼等にとってどのような情
報が最も有用であるかを決定する能力がないか，あるいは少なくとも彼等の
要求を表明する機会がない。しかし幸運にも，有用性の規準を測定と活用に
ヨリー層感応しやすい諸基準に分けることができる。これらの諸基準（会計
情報の基準）は「会計情報が有用であるためには，どのような特質をもたね
ばならないかということを追求することによって形成される。もし選択され
た諸基準が基礎的な会計理論にとって必要かつ十分なものとして確立される
ならば，それらの基準は現行の実務が判断され，改善への勧告が行なわれう
る尺度として役立つのみならず，会計の範囲を定める場合の助けともなろう。
基準に合う情報が会計に含まれるべきであるだけではない。基準に合わない
情報は総て除去されるべきである。
3.外部利用者向けの一般目的の財務報告書と内部経営管理者向けの報告
にそれらの基準がどのように適用されるべきかを示すことによって基準の用
い方が説明される。
(10) Ibid., p 2. 
(11) Ibid., P 2. 
同 訳 書2ページ
同訳書3ページ
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4. 現行の会計実践の目的・範囲・方法に関する仮定を拡大することによ
って，そして，それらの基準を現在会計の視界の外にあると考えられるが，
経済資料の測定と伝達の範囲内に包含できる領域に適用することによって，
(12) 
会計領域の拡大が示唆される。
1. は既述の如くであり， 2. は本稿の対象である。 3. は同報告書第3
章，第4章で． 4. の後段は第 5章で説明されている。ここでは論題との関
係上， 4.前段の会計目的・範囲・方法に関する仮定の拡大について，更に
同報告書の説明を追って行きたいと思う。
会計情報提供の目的として
1.重要な意志決定領域の明確化と目的ないしは目標の決定を含めて，限
られた資源の利用に関する意志決定を為すこと。
2.組織の人的・物的資源を効果的に指導統制すること。
3.資源を維持し，資源の管理責任に関する報告を行なうこと。
4.社会的な職能と統制を促進すること。を挙げ，各々について次のよう
な説明を加えている。
1. については，限られた資源をもとにした意志決定を行なう人々には株
主，債権者．受託者的資格で役務を提供する代理機関（財務諸表分析家），営
利会社・政府・非営利組織等における人々がある。彼等の意志決定が成功し
たか否かは各自の目的に照らして判定されねばならないが，情報が特定の意
志決定に適切かどうかは目的が特定化されて始めて決定されうるものである。
ところが，目的がはっきりと理解されないとか対立することがしばしばある。
そのような場合には，会計担当者の経験と熟練が重要な意味をもってくる。
2. は経営管理の領域に対する会計情報の提供であって，そこでは会計は
計画によって要求された資源の取得・維持•利用を効率的に行なうことを可
能ならしめる。
3. tま保全職能の問題であって，各種の法に準拠した情報を提供すること
が，かかる職能の遂行に資するに当っての会計の職能である。
4. ほ課税，不正の防止，政府の公益事業規制，商業の一般的規制と振興
(12) Ibid., pp. 3-4 同訳書4-5ページ
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に当っての政府の活動，労使関係及び全利害関係者が利用するための経済活
動に関する統計表の作成に対して果たす会計の役割であって，ここでは，総
ての人々の福祉のために組織的な社会の運営を容易にすることに会計の目的
がある。
会計の範囲に関しては，元来，会計は本質的に歴史的なものと考えられて
きたけれども，未来指向性を有した会計情報への要求が増えており，それに
応える必要があることを示唆している。
会計の方法については，それは会計担当者が利用者に対する経済的資料を
測定し記述し説明するのに用いる種々の技術と手続を含んでおり，それらに
は一般に是認された会計原則及び実務だけでなく，「一般的是認」という規準
には合致しないかもしれないが，相当の権威ある裏付けがある方法がある。
それらの方法は経済資源のもっているそれぞれの属性を記述するために，当
該属性の大きさを金額その他の計算単位で測定する方法に特定化される。こ
(13) 
れらの会計方法の妥当性は会計情報の基準に照して決められる。
かくして，会計情報の有用性という最上概念のもとに，このように拡大さ
れてきた会計目的・範囲・方法に基礎的枠組を提供する基準として目的適合
(14) 
性，検証可能性，不偏性，数量化可能性を挙げ，会計情報の有用性に応える
べく，これらの基準を満たす方法として，たとえば取得原価と取替時価を併
(15) 
記した多元評価報告書や貨幣表示だけでなく物量表示の利用更には単一数値
(16) 
に限らず確率分布や区間評価の利用を推奨している。
では会計情報の有用性は何によって決まるか。この問題に対して，同報告
書ほ「それは利用者に対して，会社の現実の業務状態に関する不確実性を減
(17) 
らすことにある。」 という。
このように「AAA報告書」は「有用性」の指導理念のもとに4つの基準，iI
を配し，それらの基準を会計情報か否かを確認する尺度とすることでもって
(13) 
(14) 
(15) 
(16) 
(17) 
Ibid., pp. 4-6 
Ibid., p 7. 
Ibid., p 31. 
Ibid., pp 12, 13 
Ibid., p 8. 
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会計理論を構築しようとする。その理論の最大の使命は各種の組織体に関す
る判断と意志決定上の不確実性を軽減することにある。不確実性の軽減ほ4
つの基準を遵守することにより可能となり，それは取りも直さず，そのよう
な情報は有用であることを意味する。そこには会計をこれまでよりも可成り
広範に解釈しようとする意向を読み取ることができる。そのことほ次期，
(1969年ー1970年）アメリカ会計学会々長 N.M.ベッドフォードが飯野利
夫教授翻訳の日本語版への序文として送った「AAA報告書によって提案；；；
(18) 
れた会計の範囲を拡大することに注意を向けている。」 という表現にも表わ
れている。アメリカ会計学会のこのような会計を拡大しようとする傾向は，
1957年改訂版の序論，実現，測定の項にも見られる。
時代の推移による文化の変遷特に進歩•発展ほ人間社会が絶えず向上への
意欲を燃やす限り留まることはなく，そこから学問への新たな要求が生まれ，
学問は，また，そのような要求に応え，また，現実界に刺激を与えなければ
ならない。曽って，スコットは社会科学の理論体系は社会の具体的情況の変
(19) 
化に即応しなければならないことを主張した。 「AAA報告書」は会計を取
り巻く隣接諸科学の進歩とそれに伴なう社会の進歩及びそれらの会計に対す
る新たな要求を受けて，会計を情報システムとして捉え，そこでの指導理念
に「有用性」を立て，そこから会計を見直そうとした。確かに，近年におけ
る電子計算機の発展ほ目を見張るものがあり，それは多様かつ大量の情報を
迅速かつ正確に提供してくれる。また，これと同時に，意志決定に関する研
究の発展も情報を豊富にしている。このような情況は会計を情報システムと
して見倣す傾向に駆り立てずにはおかないだろう。 「AAA報告書」はかか
る傾向を受けて，黒沢教授も指摘される如く「情報システムとしての理論体
(20) 
系」を樹立しようとしたところにその特色があると思うが，「AAA報告書」
も言明しているように「有用性」は情報の利用者を中心にした概念である。
ところが，他方，情報を媒介としてその提供者も存在し，更に重要なことは，
(18) 同訳書 iページ
(19) D. R. Scott, "The Cultural Significance of Accounts," 1931. p 9 
(20) 黒沢清談座談会「会計の基礎理論について」産業経理1967年1月号
会計における有用性（松尾） (89) 89 
会計固有の理論構造も存在し，これらを「有用性」という概念でもって統一
的に説明し尽くせるかどうか問題があるのではないだろうか。 mAA報告
書」は会計の範囲を拡大することと不確実性を軽減することに注意が奪われ
過ぎて，却って，会計の輪郭をぽかしてほいないだろうか。
このような問題を検討するために，スネープリーの見解，ギプンスの見解
を吟味し，更に，方法論的考察を試みてみたいと思う。
3. スネイブリーの見解
スネイブリーはその論稿 “AccountingInformation Criteria" で本稿の目
(1) 
的は「AAA報告書」の見解を是認することにあるとの前置きのもとに同報
告書の見解に検討を加えている。そして検討に先立って「財務会計情報の選
択に当って，用いられるべき規準(criteria)に多数のものがあり，また，それ
らの規準ほ一種の階層(hierarchy)を形成するが，本稿では，かかる階層を 4
段階に分け，あらゆる会計実務に適用できると思われる一つの規準を第 1段
(2) 
階に置く。」 とのべ，そのような階層化を図る理由として「公理 (axioms),
公準 (postulates)，原則 (principles)，基準 (standards)，慣習 (conventions)の
ような用語を用いる場合に生ずるかかる用語への意味付けに関する論議を避
(3) 
けるという実際的な目的に役立つ。」 とのべている。
このような断り書きの後，その階層の第 1段階を占める規準として「有用
性」を指摘する。そして，有用性が会計理論上で持つ意味は真実 (truth) と
の関連を明らかにすることによって明白になるという。即ち，「肴角紐の規準
が規準階層の最上位を占める。それはその適用可能性に関して制限されるこ
とのない唯一のものである。このように表明することは，では真実とは何
か。 『真なるもの thetruth』常に有用でないのか。もしそうだとすれば，
それは有用性より力のある規準ではないのか，という疑問を常に引き起こす。
(1) Howard J. Snavely, "Accounting Information Criteria". The Accounting 
Review, April 1967. p. 223. 
(2) Ibid., p223 
(3) Ibid., p 223 
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有用性を第 1段階の規準として理論を展開していくに当って，『真実』が会計
においてもつ職能を明瞭にすることが重要と思われる。
真実は一般に大部分の人々の心に先ず第 1に浮かぶ規準である。特に，会
計専門家以外の人々からしばしば耳にするのは『会計担当者は事実を提示し
さえすればよい。』 という意見である。 『真なるもの』を提示するのが可能
ならば，確かに，大部分の人々は十中八九まではその規準を妥当なものとし
(4) 
て是認することだろう。しかし，会計担当者が真実の規準を会計実践の選択
に当って用いるならば，次の 2つの問題と衝突することを余儀なくされるで
あろう。第 1は何が真実かという疑問に集約され，第 2は真実を知ることが
できず，また知る可能性もない場合，人は真実を如何にして提示するのかと
(5) 
いう疑問に表わされうる」として，第 1の問題には次のように述べている。
「会社についての事実の情報と考えられるものに多数のものを挙げることが
可能である，という事実を指摘することによって第 1の問題の意味を鮮明に
することができる。たとえば，会社の金銭登録機を通して流れてくる一連の
多数の請求書総ての記録を取って置き，この情報を会社の年次財務諸表で提
示することは全く可能だろう。しかし，このようなことを推奨する事業家は
たとえあったとしても極く稀であろう。何故いけないのか？ それは，この
ような情報は財務諸表の利用者にとって何の価値も持たないからである。要
(6) 
するに，情報は事実に基づいているけれども，それは有用でない。」 と。
第2の問題については，
1. 会社の価値とは何か，またそれは如何にして計算するのか。
2. 経営の評価法
3.経営者（もしくは，他の人々）が自己の政策あるいは過去の意志決定
及び行為を評価する方法
を検討することによって，真実を知ることができず，また知る可能性もない，
(4) この点に関するスコットの見解については拙稿「会計における公正性」関西大
学商学論集第14巻第4号参照
(5) H. J. Snavely, op. cit., p 224 
(6) Ibid., p 224 
会計における有用性（松尾） (91) 91 
(7) 
ということが何を意味しているかを指摘するのに役立つ筈である，として各
々について吟味している。 9 
第1点，会社の価値の内容及びその計算方法については，「会社の価値は将
来の正味現金受取額総額に現在の保有現金額を加えた額に等しいが，そのよ
うな価値は将来の総ての現金支出と現金収入の量及び時期と同時に将来の割
引率に依存するが故に，かかる価値が知られているかあるいは知られる可能
性のある会社は殆んどないことは明らかであり，従ってこのような情報が利
(8) 
用できることは殆んどない。」 と。 「AAA報告書」でもこのことを認識し
ているが，その認識にもとづいて「しかしながら，特定の企業の関係してい
る環境変化すなわち個別物価の変化が企業に与える影響についての情報はか
かる現金収支の流れの予測の改善，従って投資決定の改善に有用かつ適合し
(9) 
ているだろうということは明らかと思える。」 として，その方法として，ヵ
レント・コストの利用を推奨する。ただし，この場合，多元評価を支持して
いるために，カレント・コストが目的に適合した唯一の測定値であるという
(10) 
わけではないとのべている。
第2の経営評価法について「会社の価値の測定は全く複雑（多分，不可
能）であるが，経営評価は経営が評価される期首及び期未の会社の価値を計
算することに加えて，管理不可能な全要因をかかる評価から排除せねばなら
(11) 
ないが故に，ヨリー層困難である。」 と。
更に，第 3の問題すなわち「ある経営政策，あるいは過去の行為，あるい
は意志決定の評価という問題は前二者の問題総てを含むのみならず，一方の
政策・行為。決定の結果を他の総ての結果から切り離すという問題を含むの
(12) 
で，益々困難である。」 とのべている。
このようにして，第 1の「真実とは何か」という問題に関しては，普通一
(7) Ibid., pp. 224-225 
(8) Ibid., p 225 
(9) AAA., op. cit., p 34前掲訳書 51ページ。
(10) Ibid., p 34.同訳書51ページ。
(11) H. J. Snavely, op. cit., p 225 
(12) Ibid., p 226 
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般に想像される「事実」という観念を取り上げ，「事実」を提示する情報には
多数あるけれども，それらが有用かどうかに関して疑問の意を示し，第 2の
問題に対しては，企業について言えば，真実は当該企業の価値であり，それ
ほ理念的には考えられうるが，実際上の問題として著しく困難であることを
指摘する。かくして，「『真実』は財務会計情報の選択に際しての基本的規準
(13) 
ではない。」 とのべて，「会計上の諸決定は会計的な知識のない人々に対して，
事実を描写したものとして提示されてはならない。会計は諸仮定から成るあ
る基礎構造に依存しており，それらの諸仮定は有用なものとして是認される
―i f Timely 
バWorthmorethan cost 
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のであって，論証可能な真実として是認されるのではないという事実は覆い
(14) 
隠されてはならない。」 というメイの見解を引用して結論付けている。
次に，「有用性」が規準階層の最上位を占める理由を「どのような情報が，
『十分な』答えを与えるのか。言い換えると，ヨリ基本的に『行為にとって
十分な』資料を提供するような財務諸表を作成するには，会計情報の選択に
当って，どのような規準が用いられるべきか。紛れもなく，『行為にとって十
分な』情報は有用でなければならないと言える。即ち，もし会計が社会及び
その各構成員の目標達成に貢献すべきであるなら，情報は有用でなければな
らない。
(15) 
従って，有用性は最も重要な規準である。」 と。
以上の如くして，スネイプリーは有用性を頂点とする前頁のような規準階
(16) 
層図表を示している。
この表を「AAA報告書」との関連で，簡単に触れて置きたいと思う。
先ず第 1に Relevance（目的適合性）が Verifiability（検証可能性）， Free-
dom from bias（不偏性）， Quantifiability（数量化可能性）よりこの表では，
一階層上に置かれている。ところが「AAA報告書」では「会計情報の基準」
として一括して挙げられている。ただ同報告書でも「目的適合性の基準は4
つの基準の内で首位のものである。唯一の基準としては十分ではないけれど
も，それは総ての会計情報にとって必要な特質を表わしている。他の 3つの
(17) 
基準のいづれもこの首位の位置を占めるものではない。」 との説明を加えて
いるから，実質的には，差はないといえるかもしれない。
第2に，「AAA報告書」では「基準」として挙げられている「検証可能
性」と「不偏性」が「信頼可能性」という第 2階層の規準に従属する第3階
層の規準に位置付けられている。このことについて，スネイプリーは「情報
が有用であるためには，情報の利用者はそれが意図するものを描写している
(14) George 0. May. "Truth and Usefulness in Accounting." The Journal of 
Accountancy, May 1950. P. 387 
(15) H. J. Snavely, op. cit., p 226 
(16) Ibid., p 231 
(17) AAA, op. cit., p 9前掲訳書15ページ
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ものとして情報に依存することが可能でなければならないことを認識する規
準が信頼可能性である。
情報が信頼可能であるためにほ，情報はある程度まで検証可能でなければ
(18) (19) 
ならず，かつ，それは不偏的でなければならない。」 と説明している。
最後に，「AAA報告書」でほ「基準」として挙げられていた前二者及び，
「数量化可能性」が同報告書の「会計情報伝達の指針」として挙げられてい
た「統一性 (Uniformity)」及び「継続性 (Consistency)」を含むと思われる
「比較可能性」と共に第3階層に並列されており，また，これらの「数量化
可能性」，「比較可能性」が「利用者の概念との一致」及び「単純性」と共に
「理解可能性」の従属概念をなす一集団を形成している。これらのことにつ
いてスネイプリーは「AAA報告書」の「会計担当者の目的は単に言葉や数
値を伝達することだけであるより以上に，常に活動について理解しやすくす
(20) 
ることである。」 という箇所に触れると「理解可能性」の規準を同報告書が
見落しているのは奇妙に思われ，それは「目的適合性」と同じ重みを持っ
(21) 
ていると述べた後，「もし会計情報が数量化可能であり，利用者の概念と一致
しており，同種の情報と比較可能であり，単純であればそれは，一層理解可
(22) 
能である。」 と述べている。また「比較可能性」について「この規準ほ会計
情報が他会社に関する同種の情報及び同一会社の他期間に関する同種の情報
と比較されうるように提示されるならば，それは一層理解可能であることを
認識する。財務諸表利用者によって要求されるような会社についての『真な
(18) H. J. Snavely, op. cit, p 228 
(19) この点に関してバックリ，カーチャー，マシューズは AAA委員会が行なった
「もし 2人以上の素養ある人が同一の資料を吟味すれば同じ結論に達する」ことを
意味するものとして定義付けられた「検証可能性」の基準ほ「不偏性」の甚準を言
外に含んでいると指摘している (JohnW. Buckley, Paul Kircher and Russell L. 
Mathews, "Methodology in Accounting Theory," The Accounting Review, 
April 1968, p 276) 
(20) AAA. op. cit., p 13前掲訳書21ページ
(21) H. J. Snavely. op. cit., p 229 
(22) Ibid., p 229 
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るもの』を提示することが，通常，不可能であるという事実の結果として，
この規準はある良好な重要な尺度を得る。 AAA委員会は『会計上用いられ
る用語及び数値の意味の統一性が重要である』ことを認識した。この考えは
(23) 
比較可能性の規準の一部である。」 とのべている。
以上，スネイプリーの見解は，基本的には，その論稿の冒頭でも述べてい
たように「AAA報告書」の見解を支持することであるから「有用性」を最
も重要な概念とする点で AAAの見解と軌を一tこしており，それに従属する
概念の編成に若干の違いが見られるにすぎない。 「有用性」は確かに会計上
重要な意味を持っているが，会計上それを唯一の指導的な概念とすることで
十分かどうかという問題に関しては「AAA報告書」と同様の疑問が生ずる
のではないだろうか。
4. ギブンスの見解
ギプンスは “BasicAccounting Postulates" と題する論稿において「有用
性 (Usefulness)」,「公正性 (Fairness)」及び「合法性 (Legality)」の 3公準
(1) 
を挙げているが，それらの概念を公準として取り挙げるに至った動機につい
て「理論的諸概念の個々の適用に関する多くの実践的に意味ある領域に時間
を費すことへの圧力が基礎的研究領域あるいは純粋理論領域でなされる努力
の縮少化を招来しているように思われる。基礎的会計諸概念に関するヨリー
(2) 
層多くの議論を誘発させるのが本稼の目的である。」 と述べている。このよ
うな目的に従って上記の 3概念を公準として取り挙げているのであるが，本
稿では「有用性」について検討を加え他の 2公準は有用性との関連で触れる
に留めて置きたいと思う。 ................ 
ギフ・ンスは有用性公準について「会計情報は有用でなければならない，と
(3) 
表明されうる。」 として，それが公準たる所以を人間行動の本質にまで掘り
(23) Ibid., p 230 
(1) Horace R. Givens, "Basic Accounting Postulates," The Accounting Revi-
ew, July 1966. pp458-463. 
(2) Ibid., p 458 
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下げて「実質的に，あらゆる人間行動はある望ましい目的を指向し，執られ
る行為はそれらの目的の達成を意図している。 （中略）人生の主たる行動の
面から見ると，人は自分がある目標を達成することに有用性を見出すある活
動に一般に従事している。同じことが会計についても言える。それは有用で
(4) 
なければならない°」 と論述している。
有用性のこのような人間行動のもつ性質面への一般化の後，では会計に限
定して言えば如何なる意味をもつかについて，ここでも会計が本来的にもっ
性質にまで遡って，次のように論述している。 「会計は needの産物であり，
その発達は提供されるサービスの有用性に基づいてきた。会計はその実践的
(5) 
有用性が将来終了するより長く存続するかどうかは疑わしい。」 と。会計に
おける有用性をこのように社会的要請として捉える考え方は次に会計におけ
るプラグマテイック・アプローチに対する論述へと展開されていくのである
が，見方を変えて，会計の内在的属性に関する面から有用性を更に強調して
いる。すなわち「もし会計がその存在を知的行為 (artintellectual exercise) 
以上の何物かとして正当化されるべきであるならば，会計は正に有用でなけ
(6) 
ればならない。」 と。
次にギブンスは AICPAがその会計研究叢書 (AccountingResearch Study) 
No. 1においてプラグマティック・アプローチの問題点として提示した，
「有用性」を一つの基準として強調しようとするならば，「誰にとって有用な
のか (usefulto whom)」また「どのような目的に有用なのか (usefulfor what 
(7) 
purpose)」という質問に検討を加えている。
まず，「誰にとって有用なのか」という質問に対しては「その答えは難しい。
だが，会計情報は総ての利害関係者にとって有用でなければならない。この
ような寛大な表現は有用性公準の是認に反対すべき理由となるどころか，実
(3) Ibid., p 459 
(4) Ibid., p 459 
(5) Ibid., p 459 
(6) Ibid., p 459 
(7) Maurice Moonitz, "The Basic Postulates of Accounting." AICPA. ARS. 
No. 1. 1961. p 4.佐藤孝一，新井清光訳本「会計公準と会計原則」 35ページ
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はそのような是認にとって前提条件でなければならない。定義によれば，公
準は非常に広く適用されねばならない。即ち，それは総ての他の概念の基礎
になければならない。もし有用性が会計の基礎的概念として是認されるべき
であるならば，有用性はこのテストに合格しなければならない。 ARS,No. 
1は会計情報は営利企業と非営利企業，合法的事業とそうでない事業という
ような種々の情況において．そして民主々義その他の種々の支配形態のもと
に有用と考えられてきたと指摘している。そこには，必要なテスト即ち会計
(8) 
は最も広い意味で有用である，というテストに通っているように思われる。」
として「誰にとって」というよりはむしろ「総ての利害関係者にとって」有
用でなければならないのであって，このことは「有用性」に公準たる資格を
付与しようとする限り必須の条件であると答えている。
更に，ギプンスは ARS.No. 1.がそのようなアプローチを強調するに際
して生ずる問題点として指摘した「例えば，事業界，行政機関，投資家，税
務当局といったある特殊な利害関係者集団の見地から＾われわれはややとも
(9) 
すれば会計を定義し，会計の公準，原則及び準則を形成しやすい。」 という
点に対して「有用性の公準を濫用の方向に用いられる可能性のある手段とし
て非難する理由はない。濫用の可能性はこの公準とは別に存する。むしろ，
濫用の可能性はどのような公準を用いる場合でも，当該公準を慎重に適用す
(10) 
る人にとっては彼への挑戦になる。」 と反論している。
次に，「どのような目的に有用なのか」という問題に対してほ若干の例を挙
げながら次のように答えている。 「会計情報ほ財務事象に関する歴史的記録
を提供するに際して有用である。このことは，会計がこの目的にとって有用
な唯一の情報システムであるということを決して仮定するものではなくて，
それは会計の一つの意義ある利用の仕方であるということを仮定するもので
ある。更に，会計は 2事象あるいはそれ以上の事象の結果を比較する手段を
提供するのに有用である。責任会計がその例である。再言すれば，会計はこ
(8) H. R. Givens. op. cit., pp 459-460 
(9) M. Moonitz. op. cit., p 4前掲訳書35ページ
(10) H. R. Givens. op. cit., p 460 
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のような目的への唯一の手段ではなもある有用な用具である。また会計デ
ークは将来事象の財務的効果を計画するに当って，しばしば価値を持つので
ある。予報の価値は，明らかに，その基礎にある資料に依存する。この例と
して，合併を検討中の 2会社の仮財務諸表の作成が考えられる。
もともと，会計は企業領域内，更には，財務的性質を持つ事象領域内です
ら万能的に (universally)有用だというものではない。特定会社による独占的
地位の確立は重要でありうるけれども，それだけでは会計記録上に記載でき
ない。同様に，新社長の採用は遠い将来に達成する財務的効果を持ちうるか
もしれないが，会計担当者は支払われた給料を記録しうるだけで，競争的利
得を記録することはできない。確かに，これらの諸事象の長期的結果は，究
極的に会社の勘定に反映されるだろう。その湯合重要なのほ，会計ほ如何な
る目的に有用なのかという質問に答えることではなくて，むしろ会計情報の
利用者がその情報を正しく (legitimately)利用するには彼等を如何に教育す
(11) 
るかということである。」 と述べている。
このような「有用性」と「公正性」及び「合法性」との関連について，「公
準としての公正性はあらゆる利害関係者に何時でも公正であることを意味す
る。多くの場合，ある一つの，もしくはそれ以上の見解からは公正でない会
計情報が特定の利害者集団にとっては明らかに非常に有用であることがある。
正直でない経営者は（株主の観点からは）公正でない財務諸表を自分自身の
目的にとっては公正な財務諸表より以上に有用であると考えるかもしれない。
無数の脱税 (taxfraud)は政府にとっては公正でないものが（短期的）に納
税者にとって多大の有用性を有しうることを示している。このような場合，
公正性の概念は明らかに (legitimately)有用性の公準内に含まれるとは仮定
されえず，もし公正性が述べられるぺきであるならば，それは別の公準とし
(12) 
てでなければならない。」 また「公準が他のあらゆる考慮の基礎にある自明
の事実であるならば（その可能性がある時は何時でも），合法性はそれ自身の...................... 
権利において公準として，総ての適用可能な法的要求が会計情報の蒐集と提
(11) Ibid., p 460 
(12) Ibid., p 461 
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示に当ってみたされなければならない，と表明される。上述のように，有用
性を不法な営業活動において含まねばならない場合であっても，合法的な営
業活動において含まねばならない場合であてっも，ここには，有用性公準と
の何等の矛盾もない。事業がある不法な活動に従事しているという事実はそ
の活動の会計資料の有用性を妨げるものでもなければ，あらゆる場合におい
て，不正な勘定の作成を必然の結果とするものでもない。 （中略）合法性は
どのような意志決定にあたっても先ず第 1に考慮される公準でなければなら
ないが故に，他のどのような公準にも先立って表明されるべき最高の概念で
ある，と幾人かの論者は主張するかもしれない。明らかに，財務諸表はそれ
がただ公正とか有用だけで不法なものは提示されることはないだろうから，
この見解には価値がある。それにもかかわらず，合法性の地位は限定的なも
のである。即ち，法律は社会の諸属性を（他の諸事象間に）公正さを構成す
るものは何かに関して法典化しようとする。従って，合法性は他の 2公準と
(13) 
は別に設けられる。」 と述べている。
このようなギブ｀ノスの見解を「AAA報告書」の見解と比較すると，前者が
実践的領域に時間を費し過ぎてきたことによる純粋理論領域への努力の縮少
化現象に対する反省を機としているのに対して，後者は技術の変化と人間行
圃bに関する知識の進歩に応ずるには会計は将来如何にあるべきか。即ち，「会
(14) 
計的測定技術の数と適用範囲の増大」を如何に為すべきかを理論展開の動機
としている。また，前者は「会計は財務的領域においてすら万能的に有用で
あるというものではない」という表現にも見られたように会計の限界を強く
意識した上での「有用性」に対し，後者は「外部利用者は従業員のモラール
の度合，顧客の満足度，製品の品質及びある企業の名声を知りたいと思うだ
ろう。もしこれらの数量化が可能ならば， 目的に適合した情報を相当量追加
して外部利用者に提供することが可能となるだろう。外部利用者に対して数
量化可能な情報を追加的に与えるために，会計担当者は常に新しい測定方法
(15) 
の適用可能性に気を配らねばならない。」 という表現にあるように，「有用
(13) Ibid., pp 461-462 
(14) 飯野訳本 iページ
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性」を会計領域の拡大への最高目標として掲げている。更に，ギブ、ノスは，
「有用性」，「公正性」，「合法性」という三本の柱でもって会計理論を支えよ
うとしているのに対し，閲AA報告書」は「有用性」を会計理論を支える唯
ーの柱としている。成程，閲AA報告書」もギブンスの「公正性」に相当す
るものとして「不偏性」を「基準」の一つに挙げているが，それはあくまで
も「有用性」の下位概念としてであり，更に言えば，全体として流れる傾向
は同じ「基準」の中でも「目的適合性」，「数量化可能性」よりも比重は軽い
ように思われる。それは「有用性」を唯一にして最高の概念とする限り必然
の結果といえるかもしれない。最後に，ギフ°ヽノスは「有用性」を公準として
取り上げているのに対して，「AAA報告書」はその点が明らかでない。ただ
「AAA報告書」の場合，会計が情報システムであるためには達成せねばなら
ない必須条件として捉えているように読み取れるところから，公準と同一の
(16) 
役割を演じさせているとも考えられる。
両見解のいづれが優れているかを判定する能力は私にはない。ただ，時代
の要求に即応し，将来のあるべき姿を探究することは必要であろうが，私に
は AAAの見解が会計といえるのだろうかという疑問が残るのである。
最後に，これら両見解が時を同じくして， 1966年に発表されていることは
興味を引く点ではないだろうか。
5.方法論的考察
ビームスは会計上のプラグマティズムでは「有用性」概念が指導理念とさ
(1) 
れるとしてその例を 3つ挙げ．また AICPA も ARS.No. 1で「有用性」
(2) 
をプラグマティック・アプローチの教義として論じている。これらに照らし
(15) AAA. op. cit., p 29前掲訳書44-45ページ
(16) 新井教授は「AAA報告書」の「有用性」を会計公準と解釈して居られる。（新
井清光著「会計公準論」 172ページ）
(1) Floyd A. Beams, "Indications of Pragmatism and Empiricism in Account-
ing Thought", The Accounting Review, April 1969, p 383 
(2) M. Moonitz, op. cit., p 4前掲訳書35ページ
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てみると，「AAA報告書」は理論を既述の如く「一連の凝集された仮説的・
概念的・実用主義的原則」と定義し，そこでの包括的指導理念に「有用性」
を挙げているところからプラグマティック・アプローチを取っているといえ
るかもしれない。
ところでプラグマティズムとは何か。 Webster'snew International Dictio-
nary, Second Edition, Unabridgedによれば Pragmatismの項で(2)哲学とし
て「諸理念の適用あるいは諸概念や諸信念の実際的な態様を重視する。特に
c.s.パースとウィリアム・ジェイムズによって創始され，ジョン・デューイ
と彼の後継者達によって継承されたアメリカ哲学の運動。この運動の特徴的
な教義は，概念の意義はその実際的な態様において探求されるべきであると
いうこと，思想の機能は行動に対する指針としてであるということ，及び真
(3) 
理は信念の実際的な結果によって顕著に吟味されるべきである。」 というこ
とであると定義している。また創始者の一人であるジェイムズによれぼ，こ
の語を最初に哲学に導入したのはパースであるとして次のように述べている。
「プラグマテス・イムという語はギリシア語のプラグマから来ていて，行動を
意味し，英語の practice（実際）および practical（実際的）という語と派生
を同じくする。この語がはじめて哲学に導き入れられたのは， 1878年チャー
ルズ・パース氏によってであった。この年の『通俗科学月報』一月号掲載
の『いかにしてわれわれの観念を明晰にすべきか』と題する一論文において，
パース氏はわれわれの信念こそほんとうにわれわれの行動を支配するもので
あることを指摘した後で，次のように述べている。およそ一つの思想の意義
を明らかにするにほ，その思想がいかなる行為を生み出すに適しているかを
決定しさえすればよい。その行為こそわれわれにとってはその思想の唯一の
意義である。すべてわれわれの思想の差異なるものほ，たとえどれほど微妙
なものであっても根底においては，実際上の違いとなって現われないほど微
妙なものは一つもないということは確かな事実である。そこで或る対象に関
するわれわれの思想を完全に明晰ならしめるためにほ，その対象がおよそど
(3) Webster's New international Dictionary, Second Edition. Unabridged. p 
1938 
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れくらいの実際的な結果をもたらすかー一その対象からわれわれはいかなる
感動を期待できるか―いかなる反動をわれわれは覚悟しなければならぬか，
ということをよく考えてみさえすればよい。そこで，これらの結果がすぐに
生ずるものであろうとずっと後に起こるものであろうと，いずれにしてもこ
れらの結果についてわれわれのもつ概念こそわれわれにとっては，少くとも
この概念が積極的な意義を有するとする限り，その対象についてのわれわれ
の概念の全体なのである。
(4) 
以上がパースの原理であり，プラグマティズムの原理である。」 と。
では，かかるプラグマティズム哲学を会計に導入すればどのようになるの
か。この点について，ビームスは「プラグマティック会計観によれば，企業
•••••••••• (5) 
の財務的経験に関する有用な情報を提供することを目的とする。」 とのべ，
その論理過程について「プラグマティックな立場を支持する人々は実際的結
果を強調する。従って，彼等は大多数の財務諸表利用者の要求を最適巴みた
すような企業財務上の諸経験に関する情報を提供することを会計の主要な目
的と考える。財務諸表利用者の満足度を増すような企業財務諸事象に関する
情報であればどのようなものも有意義である。検証はある一組の情報から引
き出された満足度を種々の組み合わせの可能な代替的情報によって得られる
満足度と比較することを意味する。検証は決定されるべき情報の実際的な結
果に侯たねばならない。情報は経験から引き出されるけれども，それはその
(6) 
後の経験においてのみ検証可能である。」 と述べている。
「AAA報告書」の勧告をこのようなプラグマティズムの定義に当て嵌めて
考えてみるとき，その有用性は将来の実際的結果に侯たねばならず，しかも
同報告書は会計の適用領域を非常に広範に考えており，そのような広範な領
域に対してその勧告が有用性を持つかどうかは，益々，その勧告の実際的な
結果に依存することになろう。同報告書の巻末においてモリソンが行なって
(4) William James "Pragmatism a new name for some old ways of thinking", 
1907.桝田啓三郎訳本「プラグマティズム」 39-40ページ
(5) Floyd A. BeaI11s. op. cit., p 382 
(6) Ibid., p 384 
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(7) 
いる批評はそのような実際的な結果に対する危惧も含まれているのではない
だろうか。
むしろ「AAA報告書」はスクーリングの指摘の如く演繹的アプローチを
(8) 
取っているとはいえないだろうか。ヘソドリクセンは会計における演繹的推
論法について「それは目的と公準でもって出発し，それらの目的と公準から，
具体的あるいは実践的適用のための基礎を提供する論理的な原則を抽出する
過程である。従って，実践的適用及びその規則は論理的推論によって抽出さ
れる。公準と論理的に抽出された原則は会計慣習あるいは現行の是認された
(9) 
実務を支持したり説明しようとしたりするだけであるべきではない。」 とし
て，その演繹過程は
1.財務報告の一般的あるいは特定的目的の形成
2. そこで会計が行なわれねばならない経済的・政治的・社会的環境に関
する会計公準の表明
3.推論過程を指示する一連の制約条件
4. 思考が表現され要約されうる構造
5. 一組の定義の展開
6. 論理過程によって抽出された方針に関する原則即ち一般化された表明
の形成
7.特定の情況への原則の適用と手続的諸方法及び規則の確立
(10) 
という経過を辿るべきであると述ぺている。
2. 「AAA報告書」の見解の項で触れたように，同報告書が会計の目的と
かかる目的達成に当っての包括的指導理念を提示し，そこから不確実性とい
う制約条件軽減のために 4つの「基準」を抽出し，そこでの会計を定義して，
会計が将来情報システムとして存在するには如何なる姿であるべきかを提示
(7) AAA. op. cit., pp 97-98前掲訳書135-137ページ
(8) Robert R. Sterling, "A Statement of Basic Accounting Theory: A Review 
Article," Journal of Accounting Research, Spring 1967, p 97 
(9) Eldon S. Hendriksen, "Accounting Theory", 1965. p 3. 
(10) Ibid., p 3 
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(11) 
していること，更に，スターリングの引用にあるように，同報告書の「会計
についての是認された理論が欠乏していることが多くの会計担当者をして，
『会計理論』が現在用いられている総ての会計実務の総計に等しいものとせ
しめてきた。従って，彼等は種々の実務を是認したり拒絶するための論理的....... 
な規準を欠いている。本書では委員会は現在用いられている会計方法を是認....... 
したり拒絶する手法，更に将来の利用のために提案される方法を提供する基
(12) 
準を表明してきた。」「基準をみたす情報が含まれるべきであるだけではない。
(13) 
基準をみたさない総ての情報は除去されるべきである。」 という表現等から
推察すると「AAA報告書」は内容的には演繹法を取っていると考えられるの
ではないだろうか。ヘンドリクセンが演繹法の欠点として一般に論ぜられる
問題に対する説明として「演繹法の主要な欠点の 1つは，もし公準や前提の
何等かに誤りがあれば，結論も誤る可能性があるということである。また，
あまりにも現実から離れすぎて，現実的・運用可能な原則を抽出したり，実
践的規則のための基礎を提供したりすることができないと考えられる。しか
しこれらの批判は一般に理論の目的と意味の誤解から生ずる。理論は運用可
能な手続の設定に有用であるために完全に実践的であることを必ずしも必要
とするものではない。理論の主要な目的は新しい理念と新しい手続の開発に
対して基礎構造を与えること，及び選択可能な諸手続のうちから選択を為す
にあたって助けとなることである。もしこれらの目的が逹成されるのであれ
ば，理論は実際的な概念に完全に基礎を置いたり，あるいは現行の周知の技
術によって完全に運用可能かつ実践的な手続の開発に制限されたりすること
(14) 
は必ずしも必要としない。」 と述べていることを併せ考えると尚一層そのよ
うに思われる。
スターリングは「AAA報告書」の「これらの技術には一般に是認された会
(15) 
計原則及び実務と同時に……を含む。」 という箇所を取り上げて「『一般的是
(11) Robert R. Sterling, op. cit., p 96 
(12) AAA. op. cit., p 6前掲訳書8-9ページ
(13) Ibid., p 3 
(14) Eldon S. Hendriksen, op. cit., pp 4-5 
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認』は委員会の立場すなわち演繹的立場に矛盾するように思われ」それは帰
(16) 
納法のもとで必要な条件であると批判しているが，理論の展開には「複数の
アプローチが明白にであれ暗黙のうちにであれ用いられる。最大の信頼は演
繹的推論に置かれるけれども，……理論は種々の点で種々のアプローチの総
(17) 
てに依存しており，それは性質上，折衷的である。」 というヘソドリクセン
の見解を借りるならば解決する問題ではないだろうか。
それにしても，「AAA報告書」の見解が会計の名のもとに論ぜられうるも
のであるのだろうかという疑問が私には残るのである。かかる疑問に直面し
て，方法論への注意の必要を強調するバックリ，カーチャー・マツューズの
見羞8ぶ「会計人 (accountants)一ーすなわち会計学者，学生，公認会計土，
企業の会計担当者等会計にたずさわる者一切）は近年の会計に対するチャレ
ソジに答えなければならない。しかしそのためには，まず会計がこれまでつ
くり上げられてきた基礎を注意深く研究することが必要である。というのは，
従来の会計に対する無数の不平不満にまごついてしまって，ともかく目先の
つじつまを合わせるために会計理論や実務のあちこちを修正していては，会
計はまったくつぎはぎだらけのものになってしまうからである。会計には経
営や経済の現象に対する独自の見方，考え方，組織立て方があり，学問的に
もまた独自の哲学をもっている。もちろん，これはこういうものを変えるべ
きではないといっているのではない。ここで強調したいのは，こういうチャ
レンジに答え，新しい時代に即した会計をつくり上げてゆくに当って，たえ
ず会計の基礎に流れているものを考慮しつつ行なわれなければならないとい
(19) 
う点なのである。」 という井尻教授の言葉をじっくりと噛み締めて行きたい
と思う。
(15) AAA op. cit., p 6前掲訳書8ページ
(16) Robert R. Sterling op. cit., p 99 
(17) Eldon S. Kendriksen, op. cit., p 3 
(18) J. W. Buckley. P. Kercher and R. L. Mathews. op. cit., pp 274-283 
(19) 井尻雄士著「会計測定の基礎」 iiページ
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6.結び
以上，「AAA報告書」の「有用性」概念を中心として，「有用性」が会計上
どのような意味をもつのかを考察してきた。それは会計が，性質上，利用者
の要求に対する産物という側面を持つ以上，必ず満たされなければならない
概念ではあると思うが，それを唯ーにして最高の概念として会計理論を展開
して行くには無理があるのではないだろうか。 「AAA報告書」の見解は近
年の会計に対するチャレソジに答えるにあたって，会計が今後歩むべき一つ
の方向付けを提示してくれた点で非常に示唆に富む理論ではあると思うが，
私にはかかる見解に触れる度に「会計とは何か」という疑問に悩まされ，そ
れと同時に，井尻教授の忠告が浮かんでくる次第である。
．．------
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